公務員事務局交渉で法案説明と申入れへの回答求める(2/1)

－法案の問題点を指摘し、基本権等を含む全体像提示を要求－

公務労協は、2月１日11時から、公務員制度改革に関わり１月20日に引き続き公務員事務局交渉を実施した。この交渉は、1月29日の閣僚懇談会における鳩山首相の指示に基づき、内閣人事局の設置等により、幹部人事を一元化するなど政治主導に改めるための法改正作業が進められようとしていることを踏まえ、その内容説明と前回交渉で提出した申入れに対する回答を求め、行ったもの。交渉には、公務労協側から岩岬・藤川・花村各副事務局長と構成組織担当者が出席し、公務員事務局側は笹島審議官、境・駒崎両参事官らが対応した。

　冒頭、岩岬副事務局長が検討中の法案内容と申入れに対する回答を求めたのに対し、笹島審議官は、「29日の閣僚懇談会における総理の指示を受け、具体化作業を進めている」として、次の通り、国公法等改正法案の概要を説明した。

【法改正の３つの柱】

(1)　内閣の人事管理機能を強化するため、内閣人事局を設置し、幹部職員人事について内閣一元管理を行う。

(2)　退職管理の一層の適正化を図るため、官民人材交流センターと再就職等監視委員会を廃止し、新たなに民間人材登用・再就職適正化センターを設置し、機能を強化・拡大する。

(3)　国家公務員制度改革推進本部の事務局機能も、現行の国家公務員制度改革推進本部事務局を廃し、内閣人事局で担う。

【法案の具体的内容】

１．内閣人事管理機能の強化

(1)　内閣総理大臣（内閣官房長官に権限委任）は、幹部職員、各任命権者が推薦した者及び公募に応募した者等について、幹部職に属する官職に係る標準職務遂行能力の有無を判定するための適格性審査を行う。内閣全体としての適材適所、政府主導の幹部人事を行うためにも内閣による一定の統制は必要で、そういった機動的・弾力的人事を行う一方、適格性審査という客観的、府省横断的なスクリーニングを経るということで幹部人事の公正性・中立性を担保することがねらいである。

(2)　適格性審査に合格した者について、幹部候補者名簿を内閣官房長官が各府省横断的に作成する。名簿の構成は、現状の職制上の段階は、事務次官級、局長級、部長級の３段階に分かれているが、任用の考え方として、事務次官級と局長級を同一の職制上の段階に属するとみなし、人材プールとしての幹部候補者名簿としては事務次官・局長級と部長級の２つに分けるということを想定している。各府省横断的な名簿を作るということで、任命権者はもちろん、内閣総理大臣・官房長官も名簿を作成する側として各府省横断的に見ることができる。その中から全府省的な適材適所の人事をしていこうということである。

(3)　内閣総理大臣・官房長官は、内閣の重要政策を実現するために内閣全体の視点から適切な人材を登用する必要があると判断するときは、任命権者に対し、幹部職員の任免について協議を求めることができる。任命権が各府省大臣に属するという基本構造は変えるわけではないが、内閣総理大臣・官房長官のイニシアティブをより発揮出来得るようにするものである。

(4)　幹部職員の公募は内閣総理大臣が一元的に実施する。

２．幹部職員人事の弾力化

　局長級以上の幹部職員について適材適所の人事を柔軟に行えるようにするため、事務次官と局長級が同一の職制上の段階に属するとみなすことにより降任とはならないという前提で現在進めている。

３．内閣人事局

(1)　幹部職員人事の内閣一元管理と国家公務員制度改革推進本部事務局の事務を所掌する。これに伴い国家公務員制度改革基本法の一部を改正する。

(2)　内閣人事局長は、内閣総理大臣が内閣官房副長官の中から指名する者をもって充てる。

(3)　設置時期は、今後の法案審議にもよるが、平成22年４月１日と考えている。

４．国家公務員の退職管理の一層の適正化

(1)　内閣府に、民間人材登用・再就職適正化センターを置く。

(2)　組織の改廃に伴い離職を余儀なくされる職員についての再就職支援、官民人事交流、再就職規制の例外承認、再就職規制等を適切に運用していくための勧告機能などを行う。

(3)　センター長は内閣総理大臣が指名する国務大臣とする。

(4)　センター内に中立公正の立場で独立して職権を行使する第三者機関として、再就職等監視・適正化委員会を置く。

(5)　委員会では、再就職等規制違反行為についての調査・研究、規制の遵守に関する指導・助言、適正な運用確保のために必要な措置の調査審議などを行う。

(6)　委員会は、委員長（常勤）と委員（非常勤）４人をもって組織し、監視官も置く。

(7)　設置時期は平成22年４月１日。

５．今後の日程

　予算関連の日切れ扱いということで作業を進めており、遅くとも２月12日には法案を閣議決定しなければならないので、それに間に合うよう、各府省の調整を進めるとともに、組合も含めて関係者に説明をしてまいりたいと考えている。

　これらの説明に対し、公務労協側は、次の通り、公務員事務局の見解を質した。

(1)　新たに国公法の中に幹部職員という区分をつくる意味合いがよくわからない。何のために行うのか。それによって公務員制度を全体としてどうしたいのか説明してほしい。

(2)　職制段階は、組織構成をも踏まえ、求められる標準職務遂行能力の違いにより区分されている。幹部職員人事の弾力化で、現に国家行政組織法上の位置づけが異なる次官級と局長級を同一の職制上の段階に属するとみなすとはどういう意味か、どういう法的な意味があるのか、説明していただきたい。

(3)　政治主導は結構だが、新たに設ける幹部職員について、政治任用の特別職ではなく一般職と位置づけるのであれば、公務の中立・公正性は担保されなければならない。適格性審査だけで担保できるか疑問だ。

(4)　各府省による再就職あっせん全面禁止の下で、天下りを前提とした退職管理は大きく崩れることになる。複線型人事管理のさらなる徹底や段階的定年延長などをふくめ人事管理全体の見直し方向を早急に提示すべきだ。

　これらの指摘に対して笹島審議官は、以下の考えを明らかにした。

(1)　幹部職員の定義は国家公務員制度改革基本法で示されており、その時点で一定の整理がなされている。基本法における幹部職員や内閣一元化の考え方は、服務のあり方や公正性といった点で求められるものは一般職員と変わらないが、政府全体としては幹部職員に対する一定の統制が必要であり、内閣による一元管理というしくみを導入するということとしたものである。

(2)　組織法制上、変更を加えているわけではないので、組織としては事務次官、局長といったヒエラルキーはある。現在、幹部職員については３つの職制段階に整理されているが、任用上のグルーピングについて事務次官級と局長級は一緒の人材プールにしようとするもの。職務遂行能力の問題としては局長級以上を１つの能力としようという考えが背景にあり、その中で事務次官になったものが局長になったりすることもあるというような整理であると理解している。

(3)　標準職務遂行能力表も変えることになる。給与についてはまだこれから調整しなければならないが、事務次官が局長よりもヒエラルキーで上であることは変わりはないし、給料も当然仕事が違うので変わるが、任用上のグルーピングは１つにする。事務次官から局長級になればそれだけ給与は下がる。

(4)　指定職は一般職とは異なって降給（降格、降号）の対象とされていないので、今の国公法でいう降格には当たらず、給与が下がっても分限処分にはならないと理解している。

　これらの回答に対して、岩岬副事務局長は「いまの説明では納得できない。引き続き法案については、交渉・協議させてもらいたい。公務員制度改革の全体像が示されないままにこうした部分的なものが示されることでさまざまな疑問を生じることになる。前回の交渉で申し入れた自律的労使関係制度確立の担保、段階的定年延長の課題を含めた公務員制度改革の全体像についてはどのように考えているのか」と質した。　これに対して審議官は「自律的労使関係制度のあり方については、今回の法案には盛り込んでいない。それは政治の判断ということになるが、国会審議もあるのでわれわれもとしてもどうするか、労使関係制度検討委員会の報告も参考に、今後検討していきたいと考えている」との見解を示した。

　公務労協側は、なお自律的労使関係制度のあり方について明確化するよう強く求めたが、公務員事務局からは明確な見解は示されなかった。

　そのため、公務労協側は「法案を閣議決定する前に交渉・協議を行い、その点を明確に回答してもらわないと、われわれとしては納得がいかない。その点を、きちっと大臣、副大臣に伝えてもらいたい」とし、交渉を締めくくった。

以　上

